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基本方針６ 教員の力とやる気を高めます 

  

【重点取組の点検結果】 

項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

104 優秀な教

員の確保 

優秀な教員を毎

年度の必要数確

保 

（H25年度～） 

合格者数 

2,286名 

H27 教員採用選

考テスト合格者

数 2,137名 

○ 

教職員採用選考

費 

 

◆大阪、東京、愛知、岡山での受験説明会の

開催（参加者約 2,100 名）や大学等（約 60

か所）を個別訪問により、教員志望者への広

報活動を実施した。 

◆学校での教員の１日を紹介した動画を作

成し、インターネットに掲載した。 

選考方法の工夫・改善を行った。 

・第１次選考筆答テストの出題分野の変更 

・教職経験者対象（常勤講師経験者・実習助

手・寄宿舎指導員）の選考方法・受験資格

の変更 

・特別支援学校（幼稚部・小学部共通、小学

部）の受験資格に特別支援学校教諭免許状

を追加 

・特別支援学校志望者のうち特別支援学校教

諭免許状所有者に得点を加点 

重点取組の実施状況にかかる点検結果 

参考資料４ 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

104 優秀な教

員の確保 

優秀な教員を毎

年度の必要数確

保 

（H25年度～） 

（再掲） 

合格者数 

2,286名 

（再掲） 

H27 教員採用選

考テスト合格者

数 2,137名 

（再掲） 

○ 

（再掲） 

教職員採用選考

費 

 

◆教員として基礎的な指導力を育むため、大

阪教志セミナー（講座：年 12回／学校での

実習：20回）を実施した。 

平成 26年度修了者 221名 

＜参考＞ 

平成 25年度修了者 235名 

うち、平成 27年度教員採用選考テスト 

受験者 201名、合格者 142名 

◆教員をめざす方に対し、教員採用選考テス

トの計画的な受験準備を支援するため、教員

チャレンジテストを実施した。 

受験者 3,677名  基準を満たした者 577名 

 

※正答率 75%以上の者は平成 27 年度・28年度に

実施する教員採用選考テストで第１次選考・筆

答テストを免除 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

105 中期的展

望を見据えた

初任者研修の

実施 

「初任者等育成

プログラム」の実

施 

（H26年度） 

 

 

 

 

（府立学校） 

・初任者研修（校

外研修 25回・校

内研修１年間） 

・２年目教員研修 

（フォローアッ 

プ研修） 

（３回） 

「初任者等育成

プログラム」の実

施 

 

（府立学校） 

・初任者研修（校

外研修 25回・校

内研修１年間） 

・２～４年目教員

研修 

（フォローアッ 

プ研修） 

（３回） 
◎ 

「初任者等育成

プログラム」の実

施 

 

初任者研修 

 

 

高等学校フォロ

ーアップ研修 

 

 

支援学校フォロ

ーアップ研修 

 

「初任者等育成プログラム」に基づき、組織

的・計画的に初任者研修を実施した。 

 

 

当該年度採用の小・中・高等・支援学校教諭

に対する研修を実施した。 

 

高等学校の２～４年目教諭に対して、研究授

業を通して、指導案作成や観点別評価に基づ

く授業づくりに関する研修を実施した。 

 

支援学校の２～４年目教諭に対して、「授業

づくり」、「個に応じた支援の在り方」、「学習

評価の在り方」の３コース別に研修を実施し

た。 
（市町村立小･中

学校） 

・初任者研修（校

外研修 21回・校

内研修１年間） 

・２年目実施（社

会体験研修） 

（４回） 

（市町村立小･中

学校） 

・初任者研修（校

外研修 19回・校

内研修１年間） 

・２年目実施（社

会体験研修４回

を含む）６回 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

106 人 事 異

動、校内研修

によるキャリ

ア形成・能力

の向上 

 

（小・中学校） 
比率を５%向上 

（H29年度） 

⇒H30年度当初 

人事 13% 

H25当初人事 

（小・中学校） 

新任４～６年目

の異動者のうち、

他の市町村等へ

の人事異動、人事

交流している人

数の割合約８% 

H27当初人事 

（小・中学校） 

新任４～６年目

の異動者のうち、

他の市町村等へ

の人事異動、人事

交流している人

数の割合約８% 
△ 

 

教職員人事異動 

・交流 

（小・中学校） 

新任４～６年目の異動にあたっては、様々な

教育活動を経験できるよう、他の市町村等へ

の人事異動、人事交流について、市町村教育

委員会との密接な連携のもと、計画的な人事

異動を行った。 

 

（府立学校） 
比率を５%向上 

（H29年度） 

⇒H30年度当初 

 人事 24% 

 

H25当初人事 

（府立学校） 

新任４～６年目

の異動者のうち、

校種間･課程間異

動、人事交流して

いる人数の割合    

約 18% 

H27当初人事 

（府立学校） 

新任４～６年目

の異動者のうち、

校種間･課程間異

動、人事交流して

いる人数の割合    

約 26% 

（府立学校） 

新任４～６年目の異動にあたっては、教員と

しての経験を豊かにし、力量を高めるため、

校種間･課程間等の異動及び人事交流を促進

した。 

－ － － － 

校内研修 

（校内研究支援

プロジェクト、パ

ッケージ研修支

援） 

小・中学校へは、校内研究支援プロジェクト

により支援した（基本方針１「４授業改善へ

の支援」参照）。 

また、府立学校へは、学校経営計画の実現に

向け、組織的な校内研修体制の確立とともに

教員全体の授業力向上への支援を目的に、希

望校（44 校）に対し、校内全体研修から研

究授業につながるパッケージ研修支援を実

施した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

107 教員の人

権感覚の育成 

教職員人権研修

ハンドブックの

内容について、引

き続き毎年度更

新し研修実施 

（H25年度～） 

 

教職員人権研修

ハンドブックの

内容を毎年度更

新 

教職員人権研修

ハンドブックの

内容について、引

き続き更新し、研

修において活用 

○ 

教職員人権研修

ハンドブックの

改訂 

教職員人権研修ハンドブックの内容につい

て検討し、「人権教育リーフレット」や「障

がいのある子どものより良い就学に向けて」

など、平成 26年度に新規に作成された資料

やＷｅｂページの情報を追加した。 

人権教育に関す

る研修の実施 

人権教育研修 人権教育担当教職員（府立は各校１名、小・

中学校は市町村ごとに人権教育推進の中心

となる教員１名）を対象とした人権教育研修

を実施した。 

右記研修に加え、

「いじめ対応・防

止研修」をすべて

の学校を対象に

実施 

（H25年度～） 

教職員研修等に

おける人権教育

に関する研修の

実施 

「いじめ防止・対

応研修」をすべて

の学校を対象に

実施 

いじめ防止・対応

研修 

「いじめ防止・対応研修」をすべての学校を

対象に実施した。 

108 府立高校

体育科教員に

対する支援 

【基本方針４ 

具体的取組 

91の再掲】 

体育科教員への

支援を実施 

（H25年度～） 

－ 

体育科教員への

支援を年２回実

施 

○ 

運動部活動等指

導充実事業（府立

高等学校体育科

教員指導支援） 

スーパーアドバイザー（選手実績・指導実績

のあるスポーツ分野の外部人材）が対象校の

体育の授業を観察し、指導内容、方法等につ

いて専門的・先進的な視点での指導助言や評

価を実施。その成果を体育科教員全員で共有

し、授業の改善を実施した。 

・大塚高校（6/23, 11/21） 

・摂津高校（6/18 , 1/16） 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

109 教員の国

際的視野の育

成 

教育先進事例研

究海外派遣事業

（H23･24 年度）

の成果を共有・普

及（H25年度～） 

教育先進事例研

究海外派遣事業

（H23･24年度） 

派遣人数    

500名 

派遣国・地域  

韓国、中国、台 

湾、シンガポー 

ル、マレーシア 

－ 

△ 

教員の国際的視

野の育成 

◆TOEFL iBTを利用した英語教育において教

員研修と研究授業を行った。 

◆平成 27年度に管理職を含む教員を対象に

カリフォルニア大学サンディエゴ校教授に

よる講演を実施する方向で調整した。 

国際的視野に立

った講座･研修を

新たに実施 

（H25年度～） 

国際的視野に立

った講座･研修の

企画立案 

国際教育研修の

充実 

（H25年度～） 

国際教育研修の

実施 

国際教育研修の

実施 

○ 

国際教育研修の

実施 

府教育センターのカリナビ・セミナーとし

て、JICA 関西にて「国際教育研修」を実施

した（府内の教員 19名が参加）。 

教員の海外派遣 ◆文部科学省の「日韓教員訪韓研修団」へ団

員として派遣した（府立学校教員１名）。 

◆文部科学省 REXプログラム（外国教育施設

日本語指導派遣事業）により、オーストラリ

アへ教員を 10ヶ月派遣した（府立高校教員

１名）。 

◆オーストラリア・クィーンズランド大学研

修により、教員を 19日派遣した（府立高校

教員３名）。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

110 教員の危

機管理能力の

育成 

左記研修に加え、

府立学校新リー

ダー養成研修に

おいて、危機管理

に関する研修の

実施 

修了者数 

150人／年 

（H25年度～） 

管理職研修等に

おける危機管理

に関する研修の

実施 

管理職、首席研修

に加え、小中学校

リーディングテ

ィーチャー養成

研修（受講者数

78 人、うち修了

者数 78人）及び

府立学校リーダ

ー養成研修（受講

者数 99人、うち

修了者数 99人）

において危機管

理に関する研修

を実施 

○ 

危機管理研修の

実施 

以下の各研修の中で、いじめ対応や教育法規

など、危機管理に関する内容を取り入れて実

施した。 

（小・中学校） 

・新任校長研修 

・新任教頭研修 

・新任首席研修 

・リーディング・ティーチャー養成研修 

（府立学校） 

・新任校長研修、校長研修 

・新任教頭研修、教頭研修 

・首席研修 

・リーダー養成研修 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

111 教育セン

ターの機能充

実 

カリキュラム 

NAVi プラザでの

支援 

カリナビ・セ

ミナー 

60講座 

（H26年度） 

（注） 

カリキュラム 

NAVi プラザでの

支援 

カリナビ・オ

ープン講座 

51講座 

 

カリキュラム 

NAVi プラザでの

支援 

カリナビ・セミ 

ナー 

43講座 

△ 

カリナビ・セミナ

ー 

 

 

自主研修支援事業の「カリナビ・オープン講

座」を、平成 25年度に大阪府教育センター

の研修体系に位置付け、「カリナビ・セミナ

ー」として実施した。 

カリキュラム 

NAVi プラザでの

支援 

自主研究支援

事業 

30回 

（H29年度） 

カリキュラム 

NAVi プラザでの

支援 

カリナビ・サ

ポート講座 

23回 

カリキュラム 

NAVi プラザでの

支援 

自主研究支援 

事業 

23回 

△ 

自主研究支援事

業 

 

教育センターの研修内容をさらに「深化」さ

せ、実践に結び付ける目的で行われる自主研

究を支援した。 

（従前の「カリナビ・サポート講座」） 

教育センター附

属高等学校を活

用した授業研究

の充実 

（H29年度） 

教育センター附

属高等学校を活

用した授業研究

の実施 

校内研修 ５回 

研究授業 ２回 

（６月、11月） 

教育センター附

属高校への授業

支援 480回 

 ○ 

学校設定科目「探

究ナビⅠ」 

 

 
文部科学省 高
等学校における
「多様な学習成
果の評価手法に
関する調査研究」 

学校設定科目「探究ナビⅠ」で、演劇手法を

取り入れ、コミュニケーション力育成のため

の評価手法の開発に取り組んだ。 

 

１年次の必履修科目で観点別学習状況評価

に基づき、思考力・判断力・表現力等の育成

をねらいにした研究授業を実施した。また、

英語と数学ではルーブリックを用いたパフ

ォーマンス評価を実施した。 

 （注）カリナビ・セミナーは、平成 27年度より教育センターが実施する授業力向上研修等に移行したため、平成 26年度をもって開催を終了。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27大量退
職・大量採用
を踏まえた
教員の資
質・能力の向
上 

112 ミドルリ

ーダー育成に

向けた校内研

修支援 

H21年度以降、ミ

ドルリーダー育

成のための若手

教員向け校内研

修支援を、全府立

学校のうち 50%

の学校で実施 

（H29年度） 

H21年度以降、ミ

ドルリーダー育

成のための若手

教員向け校内研

修支援を実施し

た府立学校 39校 

（全府立学校の

うち 21%） 

（39校／188校） 

H21年度以降、ミ

ドルリーダー育

成のための若手

教員向け校内研

修支援を実施し

た府立学校 65校

（全府立学校の

うち 35%） 

（65校／188校） 

○ 

「育成支援チ

ーム事業」 

 

 

ミドルリーダーの育成を支援し、学校の組織

力の向上及び学校経営の円滑化を図るため、

指導主事が支援対象校９校を訪問し、３回程

度、研修を実施した。さらに、実践内容をミ

ドルリーダー育成プログラムとしてまとめ、

ホームページ上で公表するとともに全府立学

校に周知した。 

H23年度以降、校

内 OJT を通じた

学校経営改善の

ための校内研修

支援を、全府立学

校のうち 25%の

高校で実施 

（H29年度） 

H23年度以降、校

内 OJT を通じた

学校経営改善の

ための校内研修

支援を実施した

府立高校 10校 

（全府立学校の

うち５%） 

（10校／188校） 

H23年度以降、校

内 OJT を通じた

学校経営改善の

ための校内研修

支援を実施した

府立高校 36 校

（全府立学校の

うち 19%） 

（36校／188校） 

「診断支援チ

ーム事業」 

PDCAサイクルによる学校経営改善の効果的な

推進を図るため、指導主事が支援対象校６校

を訪問し、３～４回程度、研修を実施した。

また、実践の成果を府全体で共有するため、

全府立学校及び市町村教育委員会に対し、研

修内容を実践事例集としてまとめ、提供した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27大量退
職・大量採用
を踏まえた
教員の資
質・能力の向
上 

113 首席・指

導主事への若

手教員の任用 

【首席・指導主事

への若手任用】 

（小・中学校） 

首席・指導主事の

30 歳代の新規任

用の拡充 

（H29年度） 

 

 

 

（小・中学校） 

首席・指導主事の

30 歳代の新規任

用数 

（首席 54人、指

導主事 23人（注）） 

※政令市及び豊

能地区を除く 

 

H27当初人事 

（小・中学校） 

首席・指導主事の

30 歳代の新規任

用数 

（首席 61人、指

導主事 44人） 

※政令市及び豊

能地区を除く 
○ 

 

 

首席選考及び

指導主事等選

考 

 

 

学校でのミドルリーダーとなる人材を発掘

し、これからの府の教育を支える人材を養成

するため、30歳代の若手教員を首席や指導主

事に積極的に登用した。 

 

（府立学校） 

首席・指導主事の

30 歳代の新規任

用の拡充 

（H29年度） 

 

（府立学校） 

首席・指導主事の

30 歳代の新規任

用数 

（首席９人、指導

主事９人） 

H27当初人事 

（府立学校） 

首席・指導主事の

30 歳代の新規任

用数 

（首席 26人、指

導主事８人） 

（注）計画策定時は指導主事 31人と記載していたが、実績値に修正した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

27 大 量 退
職・大量採用
を踏まえた
教 員 の 資
質・能力の向
上 

113 首席・指
導主事への若
手教員の任用 

 

【リーディング・

ティーチャー 

研修】 

（小・中学校） 

小・中学校リーデ

ィング・ティーチ

ャー養成研修 

 

受講者数 100人 

（H29年度） 

（注） 

 

 

 

 

リーディング・テ

ィーチャー養成

研修（９回） 

 

受講者数 63人 

 

 

 

 

小・中リーディン

グティーチャー

養成研修（７回） 

 

受講者数 78人 

○ 

 

 

 

 

小・中学校リー

ディング・ティ

ーチャー養成

研修 

 

 

 

 

 

市町村教育委員会より推薦された教諭・首席

に対し、学校組織マネジメントについて、学

校評価など、様々な課題に関する研修を行い、

リーディング・ティーチャー（ミドルリーダ

ー）を育成した。 

（府立学校） 

府立学校リーダ

ー養成研修 

 

受講者数 190人 

（H29年度） 

 

リーディング・テ

ィーチャー養成

研修（９回） 

受講者数 52人 

 

府立学校リーダ

ー養成研修 

（６回） 

受講者数 99人 

△ 

府立学校リー

ダー養成研修 

校長より推薦された府立学校教諭・首席に対

し、管理職養成に焦点を当てた学校組織マネ

ジメントについて、研修を実施した。 

（注）平成 25年度実績において目標（60人）を達成したため、目標を見直した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

28 がんばっ
た教員がよ
り報われる
仕組みづく
り 

114 評価・育

成システムの

実施 

評価・育成システ

ムの適切な運用 

（H25年度～） 

・育成（評価）者 

がシステムの目 

標設定面談等に 

おいて指導育成 

を実施 

・評価結果を勤勉 

手当の成績率の

判定等に活用 

・評価・育成シス

テムの適切な運

用を実施 

 

 

・評価結果を勤勉

手当の成績率の

判定等に活用 

○ 

教職員の資質

向上方策推進

事業（教職員の

評価・育成シス

テムの実施運

営費） 

◆年度当初に研修実施計画を策定し、４～11

月にかけて評価・育成者研修を実施。評価者

のシステムに対する理解度を深めた。 

（研修対象者数：約 3,700人） 

（府立：校長５回、教頭３回、事務長２回） 

（市町村立：校長８回、教頭７回、市町村教

育委員会５回） 

◆また、市町村教育委員会からの個別の講師 

派遣の依頼や問合せ等に対応するなど、円滑 

なシステム運用を図った。 

（派遣実績：門真市２回） 

生徒又は保護者

の授業に関する

評価を踏まえた、

より客観性を確

保した教員評価

の実施 

（H25年度～） 

授業アンケート

を踏まえた教員

評価の検証結果

も踏まえ、システ

ムの改定を実施 

 

〔H26評価結果〕 

（%、（）は H25） 

府立学校 

ＳＳ：1.1（1.1） 

 Ｓ：29.1（29.2） 

 Ａ：68.2（67.7） 

 Ｂ：1.6（1.9） 

 Ｃ：0.02（0.04） 

 

市町村立学校 

ＳＳ：0.8（1.0） 

 Ｓ：35.6（36.7） 

 Ａ：61.8（60.5） 

 Ｂ：1.8（1.8） 

 Ｃ：0.04（0.02） 

○ 

◆「授業アンケート」に関する府立学校、市

町村教育委員会からの問合せ等に的確に対応

するとともに、「授業力」評価に向けた具体的

な手順等について指導・助言を行った。 

◆また、授業アンケートを踏まえた教員評価

が的確に行われるよう、評価・育成者研修等

を通じ、府立学校に対して指示を、市町村教

育委員会に対して指導・助言を行った。 

◆平成 25年度に導入した生徒・保護者による 

授業アンケートを踏まえた教員評価について 

検証を行い、その結果も踏まえ、客観性・適 

正性をより一層確保するためシステムの改定 

を行った。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

28 がんばっ
た教員がよ
り報われる
仕組みづく
り 

115 優秀な教

職員の表彰 

教職員の職務意

欲の一層の向上

及び組織の活性

化 

（H26年度～） 

（注） 

表彰件数：毎年

160件程度 

表彰の実施によ

る教職員の職務

意欲の一層の向

上及び組織の活

性化 

（参考） 

H26年度 

表彰件数 43件 

○ 

優秀な教職員

等の表彰 

大阪府内の公立学校において模範となる実践

活動や優れた提言、提案を行った教職員等の

うち、特に顕著な業績を上げたものを表彰し

た。 

 

29 指導が不
適切な教員
への厳正な
対応 

116 指導が不

適切な教員へ

の対応 

さらに、学校協議

会を通じた保護

者申出や授業ア

ンケートの結果

等を、指導に課題

のある教員の把

握に活用する 

（H25年度～） 

教員評価支援チ

ームを積極的に

派遣し、指導に課

題のある教員の

把握と指導力の 

改善を図る 

教員評価チーム

の派遣回数 

小学校  16回 

中学校  14回 

高等学校 65回 

支援学校 ４回 

○ 

指導が不適切

であると思わ

れる教員の把

握 

府立学校長（市町村教育委員会）からヒアリ

ング（調査）を行った。 

指導が不適切であると思われる教員数 

小学校  76名 

中学校  55名 

高等学校 70名 

支援学校 ４名 

教員評価支援

チームの学校

訪問 

授業観察を行い、指導力の改善に向けた取組

みの支援を行った。  

教職員の資質

向上方策推進

事業（大阪府教

員の資質向上

審議会運営費） 

指導が不適切である教員に対する具体的な対

応方策について専門的・多角的見地から検討

を行った。 

年間５回実施 

諮問件数 新規：10件 

継続：10件 

復帰：４件 

（注）平成 26年度より選考基準を改めた（厳格化した）ため、目標を修正した。 
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項目 目標 
（目標年次） 

H24年度実績 
（計画策定時） 

H26年度実績 
進捗 
状況 

実施事業（H26年度） 

重点取組 具体的取組 事業名 実施内容 

30 私立学校
における教
員の資質向
上に向けた
取組みの支
援 

117 私学団体

における研修

事業の支援 

－ － － － 

私学団体にお

ける研修事業

を支援 

府教育委員会の取組みについて私立学校への

情報提供を行うとともに、講師として私学団

体における研修会に参加した。 

118 公私間の

教員の人事交

流や合同研究

会の実施 

公私間の人事交

流を継続して実

施 

（H25年度～） 

公私間の人事交 

流の状況４名 

公私間の人事交

流の状況０名 
△ 

年度当初教職

員人事異動 
公私間の人事交流の継続実施に向けて公私で

協議を行った。 

合同研究会を継

続して実施 

（H25年度～） 

合同研究会の開 

催 

進路指導担当者

を対象者とした

合同説明会の実 

施（年２回） 

○ 

統一応募用紙

等説明会 
府内公私立高等学校及び支援学校高等部の進

路指導担当者を対象とした、就職差別の未然

防止及び早期対応のための合同説明会を開催

した。 

 


